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１ 指定管理者募集の目的 

只見町では、山村のくらし体験施設（以下、「森林の分校ふざわ」という。）の管理運営について、

多種多様なノウハウやアイディアを生かせる「指定管理者制度」を採用し、その設置目的を効果的に

達成するため、只見町公の施設における指定管理者の指定手続等に関する条例第２条に基づき、次の

とおり指定管理者を募集いたします。 

 

２ 公の施設の概要 

（１）名称 山村のくらし体験施設（森林の分校ふざわ） 

（２）所在地 只見町大字布沢字大久保５４４番地 

（３）敷地面積 ２，８７９．０２㎡ 

（４）施設の構造 木造 ２階建 

（５）面積 １階   ２８１．５５㎡ 

２階   ２７４．９３㎡ 

延床面積 ５５６．４８㎡ 

（６）開館年月 平成９年５月 

 

３ 指定管理者が行う業務の範囲 

 業務の範囲については以下のとおりです。 

（１） 森林の分校ふざわの供用、運営に関する業務 

① 施設の管理運営に関すること。 

② 施設利用の許可等、施設の利用手続に関すること。 

③ 物品の販売、飲食物の提供に関すること。 

（２） 森林の分校ふざわの維持・管理に関する業務 

① 建築物、設備及び備品の維持管理に関すること。 

② 利用者の安全管理に関すること。 

③ 施設の美化・清掃等に関すること。 

④ 草刈・除草・植木等の育成管理に関すること。 

⑤ 冬囲い・除雪に関すること。 

⑥ 消防設備保守点検に関すること。 

（３） 利用料金に関する業務 

① 施設の利用料金の収受に関すること。 

② 施設の利用料金の設定に関すること。 

（４） 自主事業に関する業務 

① 設置目的を踏まえて指定管理者が独自に企画、実施する事業に関すること。 

（５） その他町長が必要と認める業務 

① 事業計画書及び事業報告書等の作成に関すること。 

② 利用者統計等の作成に関すること。 

③ 文書の管理・保存に関すること。 

④ 指定期間終了に当たっての引継ぎに関すること。 
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⑤ 指定管理者に関する監査に関すること。 

⑥ 賠償責任に関すること。 

⑦ 保険の加入に関すること。 

 

４ 管理の基準 

（１）休館日 特になし 

指定管理者は、施設の管理運営上必要とする時は、町長の承認を

得て施設の全部又は一部を休館することができます。 

（２）利用料金 

 

施設の利用料については、地方自治法第２４４条の２第８項に定

める「利用料金制」を採用し、当該指定管理者の収入とします。ま

た、指定管理者は、山村のくらし体験施設設置条例第１０条に定め

る利用料の範囲内で町長の承認を受け別に定めることができます。 

（３）関係法令の遵守 以下に掲げる規定を遵守してください。 

・ 只見町公の施設における指定管理者の指定手続等に関する条例

（別紙４） 

・ 山村のくらし体験施設設置条例（別紙５） 

・ 山村のくらし体験施設管理運営規則（別紙６） 

・ その他関係法令等 

 

５ 指定管理者を指定して管理を行わせる期間 

 令和３年４月１日～令和８年３月３１日 

 

６ 申請の資格 

次の（１）～（２）のいずれにも該当すること。 

（１）指定管理者制度に基づき、安全かつ効果的に施設を管理運営できる能力を有する法人又はそ

の他の団体（以下「法人等」という）とし、個人は除く。法人格の有無は問いません。 

（２）下記のいずれにも該当しないこと。 

ア 地方自治法施行令（昭和２２年法律第６７号）第１６７条の４の規定により本町における

一般競争入札等の参加を制限されているもの。 

イ 代表者及び役員に破産者及び現に禁固以上の刑に処せられている者がいるもの。 

ウ 会社更生法（昭和２７年法律第１７２号）及び民事再生法（平成１１年法律第２２５号）

等による手続きをしているもの。 

エ 暴力団員による不当な行為の防止等に関する法律（平成３年５月１５日法律第７７号）第

２条に定義する暴力団及びその構成員。 

オ 国税、地方税又は公共料金を滞納しているもの。 

 

７ 申請の手続 

（１）募集要項等の配付 

① 配付書類 

・ 山村のくらし体験施設指定管理者募集要項 
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・ 別紙１ 施設の図面（平面図） 

・ 別紙２ 決算書（平成２７年度～令和元年度） 

・ 別紙３ 利用客数（平成２７年度～令和元年度） 

・ 別紙４ 只見町公の施設における指定管理者の指定手続等に関する条例 

・ 別紙５ 山村のくらし体験施設設置条例 

・ 別紙６ 山村のくらし体験施設管理運営規則 

・ 様式第１号 山村のくらし体験施設指定申請書 

・ 様式第２号 山村のくらし体験施設事業計画書 

・ 様式第３号 山村のくらし体験施設収支計画書 

・ 様式第４号 質問票 

② 配付期間及び配付時間 

令和２年１０月２日～令和２年１０月３０日（土曜日・日曜日・祝日を除く） 

午前８時３０分から午後５時００分まで 

③ 配付場所 

只見町役場観光商工課 

（２）申請の方法 

① 申請に当たって提出する書類 

・ 山村のくらし体験施設指定申請書（様式第１号） 

・ 山村のくらし体験施設事業計画書（様式第２号） 

・ 山村のくらし体験施設収支計画書（様式第３号） 

・ 当該法人等の経営状況を説明する書類（直近１年間の貸借対照表、損益計算書、事業報

告書その他これに類する書類） 

・ 定款、規約その他これに類する書類 

・ 法人にあっては、当該法人の登記事項証明書（全部事項証明書） 

・ 納税証明書（国税及び地方税） 

② 提出部数 

正本１部及び副本（正本の写し）１０部を提出してください。 

③ 申請の受付期間及び受付時間 

令和２年１０月２３日～令和２年１０月３０日（土曜日・日曜日・祝日を除く） 

午前８時３０分から午後５時００分まで 

④ 申請の受付時間 

午前８時３０分から午後５時００分まで 

⑤ 申請の受付場所 

只見町役場観光商工課 

※ 申請書類は持参又は郵送（書留郵便に限る。）してください。その他の方法による申請は

認めません。 

（３）募集に関する質問 

   この募集要項に関して質問のあるときは、次のとおり質問の受付及び回答を行います。 

 

① 質問受付期間 

令和２年１０月２日～令和２年１０月２０日（必着のこと） 
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② 質問の方法 

質問票（様式４号）に質問内容を簡潔にまとめて記入し、観光商工課宛電子メール

（kankou@town.tadami.lg.jp）により提出してください。なお、電子メール送信後、観光商

工課まで送信確認の電話（0241-82-5240）をして下さい。電話による質問は受け付けません。 

③ 回答の方法 

   質問に対する回答は、令和２年１０月２３日（金）までに、募集に関するホームページに

おいて公表する予定です。なお、質問の回答は本要綱の追加又は修正とみなします。 

（４）現地見学 

   現地見学会は実施しませんが、施設の管理運営上、支障のない範囲で当該施設の指定管理者の

了解を得た上で、施設の見学等は可能です。見学を希望する場合には、観光商工課まで連絡くだ

さい。 

 

８ 選定の方法及び基準 

（１） 選定方法 

 指定管理者の選定は、「只見町公の施設指定管理者選定審議会」（以下「選定審議会」という。）

において、「只見町公の施設における指定管理者の指定手続等に関する条例」第４条第１項（以下

のとおり）に規定する選定の基準に照らし総合的に審査し、最も適当と認める団体を指定管理者の候

補者として選定します。 

① 事業計画書の内容が利用者の平等な利用を確保できるものであること及びサービスの

向上が図られるものであること。 

② 事業計画書の内容が、公の施設の適切な維持及び管理並びに管理にかかる経費の縮減が

図られるものであること。 

③ 事業計画書に沿った管理を安定して行う能力を有しているものであること。 

④ 前三号に掲げるもののほか、公の施設の設置の目的を達成するために十分な能力を有し

ているものであること。 

（２） 提案内容の評価項目 

事業計画書の評価項目は、以下のとおりとなります。 

項目 評 価 項 目 

基
本
方
針 

ア 施設運営の基本方針について 

 当該施設の指定管理者として応募した理由 

 当該施設の管理運営に関する基本方針 

人 
 

材 

イ 職員の配置計画について 

 職員の採用・配置計画 

 業務の指揮命令系統 

 人材育成・研修に対する考え方及び内容 
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住
民
サ
䤀
ビ
ス 

ウ 住民サービスの向上について 

 住民サービス向上に関する考え方 

 利用者増のための取り組み 

 住民ニーズの把握とその反映方法 

 地域等との連携の具体的な提案 

事
業
計
画 

エ 事業実施計画について 

 当該施設の基本方針をふまえての具体的な事業の実施計画 

 当該施設の基本方針をふまえての具体的な自主事業の実施計画 

管
理
等 

オ 緊急事態への対応について 

 事故防止、防犯、防災に対する考え方及び内容 

 事故、災害、緊急時への対応体制等 

カ 施設の維持管理について 

 施設・備品等の保全に関する考え方 

 設備の保守・点検に関する考え方 

費
用 

キ 管理経費について 

 収支予算書 

 管理経費の縮減に関する取り組み 

そ
の
他 

ク その他 

 個人情報の適切な管理に関する考え方及び取り組み 

 その他特記事項 

 

９ 審査・選定結果の公表 

（１）選定結果通知 

選定結果については、応募者全員に文書で通知します。（令和２年１１月中の予定） 

 

10 指定及び指定の手続き 

（１） 指定手続 

令和２年１２月に開催される只見町議会において、選定審議会により選定された団体を指

定管理者として指定する議案を提出し、議決を経た後、指定管理者として指定します。 

（２） 協定の締結 

指定後、管理を開始するまでに、町と指定管理者は協議の上、森林の分校ふざわの管理に関

する協定を締結します。 

（３） 指定の取消し 

指定後、当該指定管理者に管理を行わせることが適当でないと認められる事由が判明した場

合は指定を取り消す場合があります。 

 

11 管理に要する経費の取り扱いについて 

（１） 指定管理料の内容と経費分担 

   町と指定管理者の主な経費分担は以下のとおりとなります。 
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   なお、詳細は、協定の締結を行う際に、収支計画書において提示のあった金額を参考に積算し、

年度毎に指定管理者と町が協議の上、予算の範囲内において決定し、毎年度締結する年度協定に

明記するものとします。 

 

項   目 
負 担 者 

内   容 
只見町 指定管理者 

人件費 △ ○ 

人件費、福利厚生費、旅費 

※なお、運営スタッフ１名分の人件費については、

協議とする。（運営支援のため平成２９年度から３年

間、町が雇用した地域おこし協力隊１名を施設に配

置し、令和２年度においては、運営スタッフ１名分

の人件費を指定管理料に加算している。） 

ただし、基本的に人件費は、利用料金収入により賄

うことが望ましい。 

賄材料費  ○  

消耗品費  ○ 通常の運営にかかる費用。（消耗品、印刷製本費等） 

光熱水費 
○  電気料金基本料 

 ○ その他、通常の運営にかかる費用。（電気、ガス） 

燃料費  ○ 通常の運営にかかる費用。 

修繕費 
○  

施設本体または施設運営の根幹となるものに係る修

繕費。（指定管理料とは別途予算措置） 

 ○ その他のものに係る修繕費 

役務費 

○  

浄化槽法定検査手数料、食品衛生自主検査手数料、 

水質検査手数料、ピアノ調律料、Ｂフレッツ（光電

話含む）基本料、公衆電話基本料。 

※建物火災保険料（指定管理料とは別途予算措置） 

 ○ 
その他、通常の運営にかかる費用。（通信運搬費、公

告料、手数料、保険料等） 

施設管理費 

○  

浄化槽清掃管理委託料、バッキ保守点検委託料、 

消防用設備点検委託料（上期・下期）、貯水タンク  

清掃・管理費、水道滅菌器調整委託料 

 ○ 
その他、通常の運営にかかる費用。（除雪費用、建物

施設冬囲い、草刈等施設周辺管理等） 

使用料及び

賃借料 

○  NHK 受信料、テレビ共同組合負担金 

 ○ その他のものに係る費用 
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工事請負費 ○  
新規及び再投資的な経費であり、財形の形成である

ため町が負担（指定管理料とは別途予算措置）。 

備品 

○  
施設に付帯する（一本化した）重要な設備、備品（指

定管理料とは別途予算措置）。 

 ○ その他、通常の営業にかかる必要な備品。 

その他 〇 〇 

通常の運営に係る経費は、原則、指定管理者の負担

とするが、その他予測がつかない経費が発生した場

合はその都度協議により決定する。 

（２） 指定管理料の精算 

  協定により定めた指定管理料は、管理業務に要した経費及び利用料金その他の収入に増減があっ

ても、原則として増額や減額はしません。 

（３） 管理口座 

  経費及び収入は団体自体の口座とは別の口座で管理してください。 

（４） 指定管理料の支払い 

  会計年度（４月１日から翌年３月３１日まで）を基準として支払うものとします。 

 なお、支払時期や回数及び方法は協定で定めます。 

 

12 リスク分担 

 リスク分担の基本的な考え方を以下に示します。詳細は、協定の締結を行う際に、協議により決定

します。 

種類 
負担者 

内 容 
只見町 指定管理者 

物価変動  ○ 人件費・物品費等の物価変動に伴う経費の増 

金利変動  ○ 金利の変動に伴う経費の増 

周辺地域・住民及

び施設利用者への

対応 

 ○ 地域との協調 

 ○ 
指定管理業務の内容に対する住民及び施設利用

者からの要望等への対応 

○  上記以外の事項 

法令の変更 
○  施設管理・運営に影響を及ぼす法令変更 

 ○ 指定管理者自身に影響を及ぼす法令変更 

税制度の変更 
○  

施設管理・運営に影響を及ぼす税制変更 

（消費税の変更も含む） 

 ○ 一般的な税制変更 

政治・行政的理由

による事業変更 
○  

政治・行政的理由から、施設管理・運営業務の

継続に支障が生じた場合、又は指定管理業務の

内容変更を余儀なくされた場合の経費及びその

後の維持管理経費における当該事情による増加

経費負担 
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不可抗力 ○  

不可抗力（暴風、豪雨、豪雪、洪水、地震、落

盤、火災、騒乱、暴動その他の町又は指定管理

者のいずれの責めにも帰すことのできない自然

的又は人為的な現象）に伴う、施設、設備の復

旧経費の増加及び業務履行不能によるもの 

書類の誤り 

○  
業務基準書等町が責任を持つ書類の誤りによる

もの 

 ○ 
事業計画書等指定管理者が作成した書類の内容

の誤りによるもの 

資金調達 

○  
町から指定管理者への支払遅延によって生じた

事由 

 ○ 
指定管理者から業者への支払遅延によって生じ

た事由 

施設・設備・備品

等の損傷 

〇  施設本体または施設運営の根幹となるもの 

 ○ 指定管理者の責によるもの。 

○ ○ 
第三者の行為から生じたもので相手方が特定で

きないもの（要協議） 

第三者への賠償 
 ○ 指定管理者の責によるもの 

○  上記以外の理由により損害を与えた場合 

セキュリティ  ○  

事業終了時の費用  ○ 

指定管理業務の期間が終了した場合又は期間途

中における業務を廃止した場合における事業者

の徴収費用 

※本表に定める事項で疑義がある場合又は本表に定めのないものについては、町と指定管理者が協

議の上決定します。 

 

13 留意事項 

（１） 接触の禁止 

申請者は、只見町公の施設指定管理者選定審議委員、本町職員及び本件関係者に対して

の接触（説明会、公募に関する質問等正当な行為を除く。）を禁じます。接触の事実が認

められた場合には失格とすることがあります。 

（２） 共同事業体による提案 

共同事業体を結成して申請を行う場合は、申請に関する事務を全て当該共同事業体の代表者

を通じて行っていただきます。 

（３） 重複提案等の禁止 

一つの団体等が複数の提案をすることはできません。また、ひとつの団体等が、複数の共同

事業体に加わることもできないこととします。 

（４） 申請内容の変更の禁止 
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一旦只見町が受理した申請書類については、明らかな間違い、軽微な修正を除き、内容の変

更はできません。 

（５） 費用負担 

申請に関する費用は、すべて申請者の負担とします。 

（６） 虚偽の記載をした場合の無効 

申請書類に虚偽の記載があった場合は、失格とします。 

（７） 申請書類の著作権及び公表 

申請書類の著作権は申請者に帰属します。ただし、只見町は、指定管理者の選定結果の公表

に必要な場合には、申請書類の内容を使用できるものとします。 

（８） 追加書類の提出 

只見町が必要と認める場合は、追加書類の提出を求める場合があります。 

（９） 申請の辞退 

申請を行った後に辞退する際は、辞退届（任意様式）を提出してください。 

 

14 申請書類提出先及び問い合わせ先 

 只見町役場観光商工課 

〒968-0498 福島県南会津郡只見町大字只見字雨堤１０３９ 

 TEL 0241-82-5240 FAX 0241-82-5235 

E-mail kankou@town.tadami.lg.jp 


